
新

、市

民の憩いの場とし

規

て有効利用されるよう

完

取り組む。

年度末をも

了

って勤労青少年ホーム

事

創造の家を廃止する

。

業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中村　紀子

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3272

事務事業名 4302 創造の家管理事業

所　　属 130500 社会共創部・文化スポーツ課

施　　策 04021300 文化・芸術・交流活動の推進と継承

会計 01 一般会計
予算

科目 050104 労働費・労働諸費・勤労青少年ホーム創造の家費
科目

事業 010000 創造の家管理事業

事業目的 事業概要・効果 

勤労青少年や市民の豊かで活力ある余暇活動の拠点と 須坂市スポーツ協会を指定管理者として、須坂市青少

して学習の場、交流の場として快適な環境で利用でき 年ホーム創造の家を委託し、施設の適切な管理運営及

るよう、施設の充実と活性化を図る。 び、施設の有効活用を図る。

 

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

内

績及び予定

令和 7年

部

度　実績 令和 8年度

評

　予定

各種教室等の開

価

催、施設の適切な維持

【

管理により、市 各種教

二

室等の開催、施設の適

次

切な維持管理により、

】

市

民の憩いの場として

1

有効利用されるよう取

頁

り組む。 民の憩いの場

令

として有効利用される

和

よう取り組む。

 施設

　

の廃止に向けて指定管

８

理者に対し移転先の検

年

討な

どを促す。

令和 

度

9年度　予定 令和10

　

年度　予定

各種教室等

行

の開催、施設の適切な

政

維持管理により、市 各

評

種教室等の開催、施設

価

の適切な維持管理によ

事

り、市

民の憩いの場と

業

して有効利用されるよ

別

う取り組む。 民の憩い

シ

の場として有効利用さ

ー

れるよう取り組む。

施

ト

設の廃止に向けて指定

実

管理者に対し移転先の

計

検討な 施設の廃止に向

対

けたスケジュール等を

象

確認する。

どを促す。

評

令和11年度　予定 令

価

和12年度　予定

各種

対

教室等の開催、施設の

象

適切な維持管理により



標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 14,902 12,110

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 14,902 12,11

内

0

正規職員 0.3 0.

部

4
人員数

会計年度（フ

評

ル） 0.0 0.0
（人

価

）
会計年度（パート）

【

0.1 0.0

正規職員

二

2,160.9 2,8

次

81.2

人　員 会計年

】

度（フル） 0.0 0.

2

0

コスト 会計年度（パ

頁

ート） 235.2 0.

指

0

計 2,396.1 2

 

,881.2

市民一人

標

当たりの経費 0.3 0

 

.3

総額 17,298

名

.1 14,991.2

算

（単位：千円）

令和 

　

7年度決算　事業費の

　

内訳

主な節 金額 内容

7

式

節  報償費 0

修繕料

単

147
10節 需用費

位

147

指定管理委託料

年

14,755
12節 

　

委託費 14,755

1

　

4節 工事請負費 0

1

度

8節 負担金補助及び

令

交付金 0

その他 0

和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 勤労青少年ホーム創造の家施設利用者　総数

算　　式 施設延べ利用者数＋自主事業参加者 単位 人

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標 11,000 12,000 11,000 11,000 0
目 標 値

実 績

指標選定 勤労青少年以外の利用が比較的少ない昼間に民間団体等への貸館を行ない、施設の有効利用を図りながら市民

の 理 由 の憩いの場として有効活用されるよう取り組むことから、施設利用者、自主事業参加者の総数を指標とした。

最終年度 令和４年度はコロナ過のため、目標数値は定めない。

目標の根拠 令和５年度以降はコロナ前に回復を目標とするため、コロナ前３年間の平均実績値を目標値とする

指 



委

落とさずにコストを削

託

減する方法はあるか

効

費

 率 性 ・効率性向上

1

に努めているか 変わら

4

ない

・使用料などの受

節

益者負担や補助対象事

 

業の範囲など、財源確

工

保の余地はないか

継続

事

的にコスト削減と利用

請

料の増収に取り組んで

負

いる。

評   価

コメ

費

ント

振り返り（決算年

1

度の取組み課題）

市内

8

に類似施設を多数抱え

節

る中で、老朽化の著し

 

い当該施設については

負

廃止の方向で進めてい

担

きたい。指定管理者と

金

の協

議に折り合いがつ

補

かず、2029年度末

助

まで利用継続となった

及

が、引き続き修繕料な

び

ど維持管理費について

交

は最小限にとどめ

てい

付

く必要がある。

金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

0
7節  報償費 0

1

令

0節 需用費 0

指定管

和

理者委託料12,11

 

0
12節 委託費 12

8

,110

14節 工事

年

請負費 0

0
18節 負

度

担金補助及び交付金 0

当

その他 0

ＣＨＥＣＫ

個

初

別評価

項目 評価観点 評

予

価内容

・市民の生命・

算

財産を守るため市が実

　

施することが必要不可

事

欠な事業であるか

・行

業

政内部の管理運営上必

費

要な事業であるか

必 

の

要 性 ・市が主体とな

内

り実施すべき事業か 低

訳

い

・法的な根拠や公的

主

関与の妥当性はあるか

な

・目的は結果（施策の

節

目指す理想）に結びつ

金

いているか

類似施設が

額

多くあり、老朽化が進

内

んでいることから必要

容

性は低い。

評   価

7

コメント

・事業の成果

節

は上がっているか

・目

 

標に対する達成度は十

 

分か

有 効 性 ・市民

報

生活上の課題解決に貢

償

献しているか あまり有

費

効ではない

・行政内部

1

の管理上の課題解決に

0

貢献しているか

・事業

節

の目的が達成できるよ

 

うな事業内容になって

需

いるか

利用者数は伸び

用

たものの、利用者に偏

費

りがあり維持費等のコ

1

ストに見合っていない

2

。

行政の課題解決に貢

節

献していない。
評  

 

 価

コメント

・成果を



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 進め方の改善（縮小） 次年度以降の方向性 進め方の改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

老朽化と類似する設備施設が他にもあり必要性は低く 利用者層の偏り及び高コストであることも

内

あり、修繕

、利用者層

部

の偏りや高コストから

評

有効性も低い。次年 料

価

や維持管理費について

【

は必要最小限にとどめ

二

つつ、

度以降は、指定

次

管理期間の維持管理費

】

を最小限に抑え 指定管

4

理者の理解も得ながら

頁

、施設の廃止に向けて

Ａ

様

つつ、事業縮小と改

Ｃ

善を図る必要がある。

Ｔ

々な検討を進める必要

Ｉ

がある。

外部評価

次年

Ｏ

度以降の方向性

外部評

Ｎ

価コメント

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

 

令和11年度　予定

規

令和12年度　予定

・

完

子ども読書活動支援研

了

究会の活動支援 ・子ど

事

も読書活動支援研究会

業

の活動支援

・文化振興

ゼ

事業団が行なう自主事

ロ

業を支援 ・文化振興事

予

業団が行なう自主事業

算

を支援

・文化芸術協会

事

の活動支援 ・文化芸術

業

協会の活動支援

  

担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中村　紀子

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3272

事務事業名 4306 文化活動振興事業

所　　属 130500 社会共創部・文化スポーツ課

施　　策 04021300 文化・芸術・交流活動の推進と継承

会計 01 一般会計
予算

科目 100601 教育費・社会教育費・社会教育総務費
科目

事業 030000 文化活動振興事業

事業目的 事業概要・効果 

市民の文化芸術への関心を高めるとともに、市民の生 ・「文化芸術振興ビジョン」の具体化

き生きとした自主的な文化芸術活動や、優れた芸術鑑 ・信州岩波講座の開催

賞活動を支援し、豊かな市民生活を実現する。 ・子ども読書活動支援研究会の活動支援

・一般財団法人須坂市文化振興事業団が行なう自主事

業を支援

Ｐ

内

ＬＡＮ－ＤＯ

年度実績

部

及び予定

令和 7年度

評

　実績 令和 8年度　

価

予定

・「第27回信州

【

岩波講座2025」の

二

開催 ・「第28回信州

次

岩波講座2026」の

】

開催

・子ども読書活動

1

支援研究会の活動支援

頁

・子ども読書活動支援

令

研究会の活動支援

・文

和

化振興事業団が行なう

　

自主事業を支援 ・文化

８

振興事業団が行なう自

年

主事業を支援

・文化芸

度

術協会の活動支援 ・文

　

化芸術協会の活動支援

行

・キッズシアタープロ

政

ジェクトを支援  

令和

評

 9年度　予定 令和1

価

0年度　予定

・「第2

事

9回信州岩波講座20

業

27」の開催、今後の

別

検討 ・「第30回信州

シ

岩波講座2028」の

ー

開催

・子ども読書活動

ト

支援研究会の活動支援

実

・子ども読書活動支援

計

研究会の活動支援

・文

対

化振興事業団が行なう

象

自主事業を支援 ・文化

評

振興事業団が行なう自

価

主事業を支援

・文化芸

対

術協会の活動支援 ・文

象

化芸術協会の活動支援



績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 37,980 20,300

国庫支出金 3,425 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 2 3

一般財源 34,553 20,297

正規職員 0.2 0.5
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 1.2 0.5

正規職

内

員 1,440.6 3,

部

601.5

人　員 会計

評

年度（フル） 0.0 0

価

.0

コスト 会計年度（

【

パート） 2,822.

二

4 1,176.0

計 4

次

,263.0 4,77

】

7.5

市民一人当たり

2

の経費 0.8 0.5

総

頁

額 42,243.0 2

指

5,077.5

（単位

 

：千円）

令和 7年度

標

決算　事業費の内訳

主

 

な節 金額 内容

7節  

名

報償費 0

消耗品費90

算

、印刷製本費314
1

　

0節 需用費 404

1

　

2節 委託費 0

14節

式

 工事請負費 0

信州岩

単

波講座共催負担金2,

位

000、須坂キッズシ

年

アタープロジェクト負

　

担金2
18節 負担金

　

補助及び交付金 28,

度

850
,200、文化

令

振興事業団自主事業補

和

助金23,650、文

 

芸協補助金1,000

8

報酬（会計年度任用職

年

員）5,376、職員

度

手当等（同左期末勤勉

令

手当）2,227
その

和

他 8,726
、共済費

 

等（同左）1,104

9

、、役務費（郵便料）

年

19

度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 メセナホールなど文化振興事業団管理施設利用者数

算　　式 年間利用者数･入館者数 単位 人

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000
目 標 値

実 績

指標選定 利用促進のための利用実績管理

の 理 由

最終年度 令和４年度はメセナホール改修が完了したことから令和３年度実績35,726の約200％を目標数値とした。

目標の根拠 令和５年度以降はコロナ前に回復を目標とするため、コロナ前３年間の平均実績値を目標値とする。

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 



委

課題解決に貢献してい

託

るか 有効

・行政内部の

費

管理上の課題解決に貢

1

献しているか

・事業の

4

目的が達成できるよう

節

な事業内容になってい

 

るか

補助金により実施

工

された公演は好評であ

事

り、市民芸術祭等への

請

参加者も増加している

負

。

評   価

コメント

費

・成果を落とさずにコ

1

ストを削減する方法は

8

あるか

効 率 性 ・効

節

率性向上に努めている

 

か 変わらない

・使用料

負

などの受益者負担や補

担

助対象事業の範囲など

金

、財源確保の余地はな

補

いか

引き続きコストの

助

削減と利用料の増収に

及

努める。

評   価

コ

び

メント

振り返り（決算

交

年度の取組み課題）

岩

付

波講座については聴講

金

者数が減少傾向にあり

そ

、事業継続について検

の

討の必要がある。

市民

他

による芸術祭が開催さ

Ｃ

れ、文化芸術協会も多

Ｈ

くの協力をしており、

Ｅ

市民の文化活動への支

Ｃ

援を継続的に行う。

Ｋ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費72、印刷製本費

和

280
10節 需用費

 

352

12節 委託費

8

0

14節 工事請負費

年

0

信州岩波講座共催負

度

担金1,000、文化

当

振興事業団自主事業補

初

助金10,000、
1

予

8節 負担金補助及び

算

交付金 11,900
文

　

化芸術協会負担金90

事

0

報酬（会計年度任用

業

職員）4,997、職

費

員手当等（同左期末勤

の

勉手当）1,765
そ

内

の他 8,048
、共済

訳

費（同左）1,213

主

、旅費（同左通勤費）

な

53、役務費（郵便料

節

）20

ＣＨＥＣＫ

個別

金

評価

項目 評価観点 評価

額

内容

・市民の生命・財

内

産を守るため市が実施

容

することが必要不可欠

7

な事業であるか

・行政

節

内部の管理運営上必要

 

な事業であるか

必 要

 

 性 ・市が主体となり

報

実施すべき事業か 高い

償

・法的な根拠や公的関

費

与の妥当性はあるか

・

1

目的は結果（施策の目

0

指す理想）に結びつい

節

ているか

市民の文化活

 

動を支援し、質の高い

需

文化芸術を提供するた

用

めに重要な事業である

費

。

評   価

コメント

1

・事業の成果は上がっ

2

ているか

・目標に対す

節

る達成度は十分か

有 

 

効 性 ・市民生活上の



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

市民の文化活動支援に高い必要性と有効性があり、総 市民の文化芸術への関心が高まり、生き生

内

きとした自

合計画に基

部

づき継続。岩波講座は

評

見直しつつ、市民芸 主

価

的な文化芸術活動や、

【

優れた芸術鑑賞活動が

二

行われ

術祭支援や効率

次

化を通じ、文化振興を

】

推進していく必 ること

4

で、市民が心豊かな生

頁

活を実現できるよう、

Ａ

取

要がある。 り組みを

Ｃ

進めていく必要がある

Ｔ

。

 

外部評価

次年度以

Ｉ

降の方向性

外部評価コ

Ｏ

メント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 窪田

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 245-0784

事務事業名 4311 図書館管理運営事業

所　　属 130500 社会共創部・文化スポーツ課

施　　策 04021300 文化・芸術・交流活動の推進と継承

会計 01 一般会計
予算

科目 100603 教育費・社会教育費・図書館費
科目

事業 020000 図書館管理運営事業

事業目的 事業概要・効果 

生涯学習の一環として、市民誰もが気軽に利用できる 図書等の収集、蔵書整理、貸出、レファレンス等の一

よう図書館事業を推進する。 般的図書館業務及び講座、行事等の開催をとおした市

民の生涯学習活動の支援

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

図書等の収集、蔵書整理、貸

内

出、レファレンス等の

部

一 図書等の収集、蔵書

評

整理、貸出、レファレ

価

ンス等の一

般的図書館

【

業務及び講座、行事等

二

の開催、施設管理等 般

次

的図書館業務及び講座

】

、行事等の開催、施設

1

管理等

を行った。7月

頁

より「Ｗｅｂ利用者カ

令

ード（スマホで を行う

和

。

貸出）」の運用を開

　

始、スマートフォンで

８

の貸出手続

きが可能と

年

なったことで利用者の

度

利便性が向上した。

令

　

和 9年度　予定 令和

行

10年度　予定

令和1

政

1年度　予定 令和12

評

年度　予定

価事業別シート

実計対象 評価対象



般財源 68,038 66,571

正規職員 0.3 0.3
人員数

会計年度（フル） 3.0 3.0
（人）

会計年度（パート） 8.9 8.9

正規職員 2,160.9 2,160.9

人　員 会計年度（フル） 13,998.0 13,998.0

コスト 会計年度（パート） 20,932.8 20,932.8

計 37,091.7 37,091.7

市民一人当たりの経費 2.0 2.0

総額 105,164.7 103,712.7

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

講師謝礼及びボランティア団体への謝礼107
7節  

内

報償費 107

消耗品費

部

583、燃料費16、

評

食糧費4、印刷製本費

価

39、光熱水費2,5

【

03、修繕
10節 需

二

用費 3,332
料18

次

7

保守点検委託料2,

】

117、施設管理委託

2

料554、ほか1,2

頁

33
12節 委託費 3

指

,904

14節 工事

 

請負費 0

県公共図書館

標

部会・支部負担金16

 

、日本図書館協会負担

名

金23、電子図書館
1

算

8節 負担金補助及び

　

交付金 493
事業負担

　

金186、須高図書館

式

協会負担金265、ほ

単

か3

報酬17,970

位

、給料8,141、職

年

員手当等9,311、

　

共済費6,306、役

　

務費581、使
その他

度

60,237
用料及び

令

賃借料6,420、備

和

品購入費11,199

 

、ほか309

8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 68,073 66,621

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 35 50

一



委

指す理想）に結びつい

託

ているか

市民の生涯学

費

習を支援するうえで、

1

図書の貸出だけでなく

4

、学習・情報の拠点と

節

して、また市民の交流

 

・居場

所の役割として

工

も不可欠な施設である

事

と考える。
評   価

請

コメント

・事業の成果

負

は上がっているか

・目

費

標に対する達成度は十

1

分か

有 効 性 ・市民

8

生活上の課題解決に貢

節

献しているか 有効

・行

 

政内部の管理上の課題

負

解決に貢献しているか

担

・事業の目的が達成で

金

きるような事業内容に

補

なっているか

市民に親

助

しみをもって利用され

及

る図書館として、地域

び

に求められる資料の収

交

集と提供に努めた。ま

付

た様々な世

代や分野の

金

イベントを開催し、市

そ

民に学習機会を提供し

の

た。
評   価

コメン

他

ト

・成果を落とさずに

Ｃ

コストを削減する方法

Ｈ

はあるか

効 率 性 ・

Ｅ

効率性向上に努めてい

Ｃ

るか 変わらない

・使用

Ｋ

料などの受益者負担や

個

補助対象事業の範囲な

別

ど、財源確保の余地は

評

ないか

施設の狭さや老

価

朽化といった課題につ

項

いて、職員が工夫して

目

改善できる部分は自ら

評

対応し、コスト削減に

価

努め

た。
評   価

コ

観

メント

振り返り（決算

点

年度の取組み課題）

年

評

間入館者数は2024

価

年度の69,307人

内

に対し、2025年度

容

は68,311人で、

・

996人（約1.4％

市

）の減少となった。

年

民

間貸出冊数は2024

の

年度の232,647

生

冊に対し、2025年

命

度は223,616冊

・

で、 9,031冊（

財

約3.9％）の減少と

産

なった。

年間入館者・

を

年間貸出数の増につい

守

て、どちらも目標を下

る

回る結果となった。今

た

後も利用者サービスの

め

充実、広報の工夫

など

市

行っていく必要がある

が

。

実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

講師謝礼及びボランテ

令

ィア団体への謝礼10

和

0
7節  報償費 10

 

0

消耗品費550、燃

8

料費30、食糧費11

年

、印刷製本費39、光

度

熱水費2,980、修

当

繕
10節 需用費 3,

初

960
料350

保守点

予

検委託料2,126、

算

施設管理委託料584

　

、ほか1,240
12

事

節 委託費 3,950

業

14節 工事請負費 0

費

県公共図書館部会・支

の

部負担金16、 日本

内

図書館協会負担金23

訳

、須高図書
18節 負

主

担金補助及び交付金 5

な

06
館協会負担金26

節

5、電子図書館事業負

金

担金186、ほか16

額

報酬18,383、給

内

料8,218、職員手

容

当等9,583、共済

7

費6,737、役務費

節

719、使
その他 58

 

,105
用料及び賃借

 

料6,081、備品購

報

入費8,000、ほか

償

384

ＣＨＥＣＫ

個別

費

評価

項目 評価観点 評価

1

内容

・市民の生命・財

0

産を守るため市が実施

節

することが必要不可欠

 

な事業であるか

・行政

需

内部の管理運営上必要

用

な事業であるか

必 要

費

 性 ・市が主体となり

1

実施すべき事業か 高い

2

・法的な根拠や公的関

節

与の妥当性はあるか

・

 

目的は結果（施策の目



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

図書館は市民の学習・情報拠点として不可欠である。 図書館は、学習・情報の拠点として、また

内

市民の交流

入館者・貸

部

出数の減少は課題だが

評

、サービスと広報を ・

価

居場所の役割としても

【

不可欠な施設である。

二

施設の

強化し、利用者

次

の利便性向上と有効活

】

用していただけ 老朽化

4

等課題もあるが、工夫

頁

しながらニーズの把握

Ａ

や

るよう、事業推進を

Ｃ

図る必要がある。 広報

Ｔ

等に努め、気軽に利用

Ｉ

できる図書館事業を進

Ｏ

めて

いく必要がある。

Ｎ

外部評価

次年度以降の

１

方向性

外部評価コメン

次

ト

評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

携協力 　地域・団体と

規

の連携協力

　学校への

完

学習の支援 　学校への

了

学習の支援

令和11年

事

度　予定 令和12年度

業

　予定

まるごと博物館

ゼ

構想の具現化 まるごと

ロ

博物館構想の具現化

　

予

各種企画等の開催（企

算

画展示、ワークショッ

事

プ） 　各種企画等の開

業

催（企画展示、ワーク

担

ショップ）

　地域・団

当

体との連携協力 　地域

者

・団体との連携協力

　

全

学校への学習の支援 　

体

学校への学習の支援

計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 千葉剛成

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3257

事務事業名 4313 博物館管理運営事業

所　　属 130500 社会共創部・文化スポーツ課

施　　策 04021300 文化・芸術・交流活動の推進と継承

会計 01 一般会計
予算

科目 100604 教育費・社会教育費・博物館費
科目

事業 020000 博物館管理運営事業

事業目的 事業概要・効果 

貴重な文化財を広く展示公開し、市民の学習に資する 博物館本館及び博物館別館（笠鉾会館）において、地

。 域固有の歴史・文化資料の計画的な収集、適切な保存

須坂市の歴史、文化財について調査研究を進める。 管理、専門的な調査研究を推進する。

各種講座等を開催し、いわゆるシビックプライドの醸 また、「まるごと

内

博物館」構想の具現化

部

に向け、関係

成に努め

評

る。 館との連携を強化

価

する。

また、笠鉾会館

【

を拠点とし、旧小田切

二

家住宅、クラシ

ック美

次

術館を一体的に管理・

】

運営し、重伝建指定地

1

区

を意識し展示活動等

頁

を図る。

ＰＬＡＮ－Ｄ

令

Ｏ

年度実績及び予定

令

和

和 7年度　実績 令和

　

 8年度　予定

まるご

８

と博物館構想の方向性

年

検討 まるごと博物館構

度

想の方向性検討及び具

　

現化

　各種企画等の開

行

催（企画展示、講座・

政

講演会） 　各種企画等

評

の開催（企画展示、ワ

価

ークショップ）

　地域

事

・団体との連携協力 　

業

地域・団体との連携協

別

力

　学校への学習の支

シ

援 　学校への学習の支

ー

援

令和 9年度　予定

ト

令和10年度　予定

ま

実

るごと博物館構想の具

計

現化 まるごと博物館構

対

想の具現化

　各種企画

象

等の開催（企画展示、

評

ワークショップ） 　各

価

種企画等の開催（企画

対

展示、ワークショップ

象

）

　地域・団体との連



常設展示の充実を図るとともに、特別展示等を行い、市民が歴史・文化・芸術に親しむ機会を提供する。

の 理 由

最終年度 令和７年度　市立博物館と同実績値（8,131人）とし、各年0.5％ずつの増

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 36,094 41,017

国庫支出金 1,500 0

特 定 都道府県支出金

内

0 0

財 源 地方債 0 0

部

その他 1,649 76

評

7

一般財源 32,94

価

5 40,250

正規職

【

員 1.2 0.9
人員数

二

会計年度（フル） 1.

次

4 2.3
（人）

会計年

】

度（パート） 0.5 0

2

.8

正規職員 8,64

頁

3.6 6,482.7

指

人　員 会計年度（フル

 

） 6,532.4 10

標

,731.8

コスト 会

 

計年度（パート） 1,

名

176.0 1,881

算

.6

計 16,352.

　

0 19,096.1

市

　

民一人当たりの経費 1

式

.0 1.1

総額 52,

単

446.0 60,11

位

3.1

（単位：千円）

年

令和 7年度決算　事

　

業費の内訳

主な節 金額

　

内容

講師謝礼122、

度

展示品借用・指導等謝

令

礼・委員等謝礼64
7

和

節  報償費 186

消

 

耗品費1,139、燃

8

料費74、印刷製本費

年

1,248、光熱水費

度

5,640、修繕料5

令

0
10節 需用費 8,

和

151

警備保障委託1

 

,232、エレベータ

9

ー保守点検等委託料2

年

,399、博物館魅力

度

向
12節 委託費 6,

令

631
上委託事業3,

和

000

工事請負費
14

1

節 工事請負費 0

博物

0

館等協議会負担金（全

年

国・北信越・県）23

度

、きのこ展共催負担金

令

等34
18節 負担金

和

補助及び交付金 57

報

1

酬5,823、給料5

1

,789、職員手当3

年

,942、共済費2,

度

276、旅費211、

令

その他 21,069
役

和

務費1,314、使用

1

料及び賃借料516、

2

備品購入費1,192

年

、公課費6

度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 年間入館者数（市立博物館　本館）

算　　式 年0.5％の増 単位 人

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標 4,430 4,450 4,470 4,490 4,510
目 標 値

実 績

指標選定 常設展示の充実を図るとともに、特別展示等を行い、市民が歴史・文化・芸術に親しむ機会を提供する。

の 理 由

最終年度 令和７年度実績値（4,406人）より、各年0.5％ずつの増

目標の根拠

指 標 名 年間入館者数（笠鉾会館）

算　　式 年0.5％の増 単位 人

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標 8,170 8,210 8,250 8,290 8,330
目 標 値

実 績

指標選定



委

通じて文化・歴史・自

託

然を考え学ぶ場として

費

、常設展示をはじ

めと

1

する展示活動や講座活

4

動を開催している。
評

節

   価

コメント

・事

 

業の成果は上がってい

工

るか

・目標に対する達

事

成度は十分か

有 効 

請

性 ・市民生活上の課題

負

解決に貢献しているか

費

有効

・行政内部の管理

1

上の課題解決に貢献し

8

ているか

・事業の目的

節

が達成できるような事

 

業内容になっているか

負

市民団体や学校、地域

担

の方々などとの連携や

金

支援に積極的に取組み

補

、「まるごと博物館」

助

の具現化と『「ひと

」

及

「こと」「もの」をつ

び

なぐ博物館活動』の推

交

進が図られている。
評

付

   価

コメント

・成

金

果を落とさずにコスト

そ

を削減する方法はある

の

か

効 率 性 ・効率性

他

向上に努めているか 変

Ｃ

わらない

・使用料など

Ｈ

の受益者負担や補助対

Ｅ

象事業の範囲など、財

Ｃ

源確保の余地はないか

Ｋ

入館料の見直しが図ら

個

れた

評   価

コメン

別

ト

振り返り（決算年度

評

の取組み課題）

　学校

価

や地域と連携した幅広

項

い年代層へのかかわり

目

を進め、学習支援に努

評

めるとともに、地方創

価

生推進交付金「恋人の

観

聖

地」事業を活用して

点

、臥竜公園魅力向上に

評

資する動画サイトと地

価

図作成を行い、博物館

内

が立地する地域資源の

容

活用や地域

連携を進め

・

た。

　入館料のみなお

市

し、長期ビジョンの再

民

検討など取組み全体に

の

課題が山積している。

生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

講座等講師謝礼120

令

、展示指導等謝礼20

和

4
7節  報償費 32

 

4

消耗品費1,025

8

、燃料費100、印刷

年

製本費2,252、光

度

熱水費5,653、
1

当

0節 需用費 9,44

初

0
修繕料400、食糧

予

費10

館内警備保障委

算

託1,232、エレベ

　

ーター保守点検等委託

事

2,825
12節 委

業

託費 4,057

14節

費

 工事請負費 0

博物館

の

協議会負担金（全国・

内

北信越・県）23
18

訳

節 負担金補助及び交

主

付金 23

報酬6,03

な

7、給料8,624、

節

職員手当5,856、

金

共済費4,171、旅

額

費332、
その他 27

内

,173
役務費1,4

容

47、使用料及び賃借

7

料427、備品購入費

節

270、公課費9

ＣＨ

 

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

 

価観点 評価内容

・市民

報

の生命・財産を守るた

償

め市が実施することが

費

必要不可欠な事業であ

1

るか

・行政内部の管理

0

運営上必要な事業であ

節

るか

必 要 性 ・市が

 

主体となり実施すべき

需

事業か 高い

・法的な根

用

拠や公的関与の妥当性

費

はあるか

・目的は結果

1

（施策の目指す理想）

2

に結びついているか

市

節

民が地域の歴史文化を

 

継承し、博物館資料を



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

地域の歴史文化継承に不可欠な博物館は、地域連携も 地域の歴史文化を継承し、文化・歴史・自

内

然を考え学

有効。入館

部

料見直しや長期ビジョ

評

ン再検討など課題山 ぶ

価

上で、地域の歴史・文

【

化資料の計画的な収集

二

、適切

積だが、総合計

次

画に沿って継続し、課

】

題解決と活動充 な保存

4

管理、専門的な調査研

頁

究の推進など、継続し

Ａ

て

実を図る。 取り組ん

Ｃ

でいく必要がある。

外

Ｔ

部評価

次年度以降の方

Ｉ

向性

外部評価コメント

ＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

査確認等を実施する。

規

また新規に確認された

完

遺跡の

学術調査を大学

了

と連携して進める。 学

事

術調査を大学と連携し

業

て進める。

文化財審議

ゼ

委員会を開催し、市指

ロ

定文化財の新指定に 文

予

化財審議委員会を開催

算

し、市指定文化財の新

事

指定に

向けて研究を進

業

める。 向けて研究を進

担

める。

令和11年度　

当

予定 令和12年度　予

者

定

埋蔵文化財包蔵地内

全

の土木工事等に伴い埋

体

蔵文化財の 埋蔵文化財

計

包蔵地内の土木工事等

画

に伴い埋蔵文化財の

調

経

査確認等を実施する。

費

また新規に確認された

区

遺跡の 調査確認等を実

分

施する。また新規に確

内

認された遺跡の

学術調

線

査を大学と連携して進

事

めるとともに、保存活

務

用 保存と公開活用の方

事

策を検討する。

の方策

業

を検討する。文化財審

名

議委員会を開催し、市

所

指 文化財審議委員会を

　

開催し、市指定文化財

　

の新指定に

定文化財の

属

新指定に向けて研究を

施

進める。 向けて研究を

　

進める。

　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 千葉　剛成

全体計画 令和 5年度 ～ 経費区分 部局長裁量枠 内線 3623

事務事業名 4314 文化財調査研究事業

所　　属 130500 社会共創部・文化スポーツ課

施　　策 04021300 文化・芸術・交流活動の推進と継承

会計 01 一般会計
予算

科目 100605 教育費・社会教育費・文化財保護費
科目

事業 010000 文化財調査研究事業

事業目的 事業概要・効果 

文化財の保護事業を展開し、よりよい保護、活用施策 周知の遺跡における土木工事等に伴う埋蔵文化財の調

を講じるために、調査及び研究を行う。 査確認等を実施して記録保存を行う。また文化財審議

 委員会を開催し、適切な文化財の保存と活用を図ると

ともに、新規指定案件の調査・研究を行う。

内

併せて文

化財保存活用

部

倉庫の収蔵資料の適切

評

内維持管理を行う

。

 

価

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

【

績及び予定

令和 7年

二

度　実績 令和 8年度

次

　予定

埋蔵文化財包蔵

】

地内の土木工事等に伴

1

い埋蔵文化財の 埋蔵文

頁

化財包蔵地内の土木工

令

事等に伴い埋蔵文化財

和

の

調査確認等を実施す

　

る。また新規に確認さ

８

れた遺跡の 調査確認等

年

を実施する。また新規

度

に確認された遺跡の

学

　

術調査を大学と連携し

行

て進めた。 学術調査を

政

大学と連携して進める

評

。

文化財審議委員会を

価

開催し、市指定文化財

事

の新指定に 文化財審議

業

委員会を開催し、市指

別

定文化財の新指定に

向

シ

けて研究を進める。 向

ー

けて研究を進める。

令

ト

和 9年度　予定 令和

実

10年度　予定

埋蔵文

計

化財包蔵地内の土木工

対

事等に伴い埋蔵文化財

象

の 埋蔵文化財包蔵地内

評

の土木工事等に伴い埋

価

蔵文化財の

調査確認等

対

を実施する。また新規

象

に確認された遺跡の 調



2

一般財源 25,535 26,233

正規職員 0.7 0.2
人員数

会計年度（フル） 1.0 1.0
（人）

会計年度（パート） 0.9 0.5

正規職員 5,042.1 1,440.6

人　員 会計年度（フル） 4,666.0 4,666.0

コスト 会計年度（パート） 2,116.8 1,176.0

計 11,824.9 7,282.6

市民一人当たりの経費 0.7 0.6

総額 37,445.9 33,587.6

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

文化財調査指導謝礼20
7節  報償費 20

埋蔵文化財調査等消耗

内

品557、燃料費20

部

5、埋蔵文化財調査報

評

告書等印刷1,
10節

価

 需用費 2,495
3

【

17、埋蔵文化財整理

二

室光熱水費270、修

次

繕費146

遺構等測量

】

968、発掘調査に係

2

るシルバー委託費1,

頁

300
12節 委託費

指

2,268

14節 工

 

事請負費 0

文化財保護

標

協会負担金2、長野県

 

立歴史館連携事業負担

名

金33
18節 負担金

算

補助及び交付金 35

会

　

計年度任用職員報酬・

　

手当18,823、重

式

機等借上料1,311

単

、ほか669
その他 2

位

0,803

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 25,621 26,305

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 86 7



委

で土木工事が行われる

託

場合の調査は自治体が

費

実施しなければならな

1

い

評   価

コメント

4

・事業の成果は上がっ

節

ているか

・目標に対す

 

る達成度は十分か

有 

工

効 性 ・市民生活上の

事

課題解決に貢献してい

請

るか 普通

・行政内部の

負

管理上の課題解決に貢

費

献しているか

・事業の

1

目的が達成できるよう

8

な事業内容になってい

節

るか

埋蔵文化財の適切

 

な保護が図られている

負

評   価

コメント

・

担

成果を落とさずにコス

金

トを削減する方法はあ

補

るか

効 率 性 ・効率

助

性向上に努めているか

及

変わらない

・使用料な

び

どの受益者負担や補助

交

対象事業の範囲など、

付

財源確保の余地はない

金

か

効率性を鑑み必要最

そ

低限の費用で事業を行

の

っている

評   価

コ

他

メント

振り返り（決算

Ｃ

年度の取組み課題）

埋

Ｈ

蔵文化財調査を開発事

Ｅ

業者と随時調整を図り

Ｃ

ながら、県の指示に従

Ｋ

って必要な調査等を実

個

施し、適切な保護が図

別

れた。

また、新規発見

評

遺跡について、専門的

価

知識を有する大学と連

項

携し、全国的にも貴重

目

と想定される遺跡の学

評

術調査を行い、

今後の

価

調査の端緒を開いた。

観

併せて遺跡保護に係る

点

必要な手続きを行った

評

。

文化財審議委員会を

価

開催し、今後の新規指

内

定等に向けて課題整理

容

をした。

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

文化財調査指導等謝礼

令

136
7節  報償費

和

136

埋蔵文化財調査

 

等消耗品456、燃料

8

費195、食糧費5、

年

埋蔵文化財調査報告
1

度

0節 需用費 1,58

当

5
書等印刷500、埋

初

蔵文化財整理室光熱水

予

費309、修繕費12

算

0、

発掘調査に係るシ

　

ルバー委託費1,83

事

7、遺構測量1,00

業

0、歴史的建物調査1

費

0
12節 委託費 2,

の

937
0

14節 工事

内

請負費 0

文化財保護協

訳

会負担金2、県立歴史

主

館連携協定負担金10

な

0、県史跡整備等協
1

節

8節 負担金補助及び

金

交付金 105
議会負担

額

金3

会計年度任用職員

内

報酬・手当19,03

容

9、重機等借上料1,

7

840、ほか663
そ

節

の他 21,542

ＣＨ

 

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

 

価観点 評価内容

・市民

報

の生命・財産を守るた

償

め市が実施することが

費

必要不可欠な事業であ

1

るか

・行政内部の管理

0

運営上必要な事業であ

節

るか

必 要 性 ・市が

 

主体となり実施すべき

需

事業か 必要不可欠

・法

用

的な根拠や公的関与の

費

妥当性はあるか

・目的

1

は結果（施策の目指す

2

理想）に結びついてい

節

るか

文化財保護法によ

 

り、埋蔵文化財包蔵地



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 進め方の改善（縮小） 次年度以降の方向性 進め方の改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

文化財保護は必要不可欠な事業。適切な保護は図れて 文化財保護法による調査をしっかりと行い

内

、適切な保

いるが、効

部

率化と費用対効果向上

評

を目指し、調査方法 護

価

を進めていくことは必

【

要。地域全体で遺産を

二

継承す

や連携を改善す

次

る必要がある。事業の

】

進め方を実質的 る仕組

4

みづくりを行うことが

頁

求められるが、効率よ

Ａ

く

な縮小を図る必要が

Ｃ

ある。 事業を進めるこ

Ｔ

とが必要。

外部評価

次

Ｉ

年度以降の方向性

外部

Ｏ

評価コメント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

ための支援 文化財の所

規

有・管理者に対し、保

完

存活用のための支援

の

了

ため補助を実施する。

事

のため補助を実施する

業

。

令和11年度　予定

ゼ

令和12年度　予定

「

ロ

須坂のまるごと博物館

予

」サイトを活用して各

算

種情報 「須坂のまるご

事

と博物館」サイトを活

業

用して各種情報

発信を

担

行う。 発信を行う。

文

当

化財の所有・管理者に

者

対し、保存活用のため

全

の支援 文化財の所有・

体

管理者に対し、保存活

計

用のための支援

のため

画

補助を実施する。 のた

経

め補助を実施する。

費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 千葉　剛成

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3623

事務事業名 4315 文化財保存活用事業

所　　属 130500 社会共創部・文化スポーツ課

施　　策 04021300 文化・芸術・交流活動の推進と継承

会計 01 一般会計
予算

科目 100605 教育費・社会教育費・文化財保護費
科目

事業 020000 文化財保存活用事業

事業目的 事業概要・効果 

文化財の本質的価値を損なわずに後世に伝えるととも 市が所有し維持管理する文化財「旧越家住宅」「旧園

に、その文化財が市民に身近なものとなるよう、文化 里学校」等や、民間所有の文化財の適切な維持管理に

財の調査研究及び、指定文化財の公開と支援を行い、 より文化財を保護するとともに、デジタルアーカ

内

イブ

情報を学習教材と

部

してわかりやすく市民

評

に提供し、文 の充実や

価

、市ホームページ・各

【

種メディアへの情報発

二

化財を愛護し生かす。

次

信や、各種講演などに

】

よる文化財の活用を図

1

る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年

頁

度実績及び予定

令和 

令

7年度　実績 令和 8

和

年度　予定

「須坂のま

　

るごと博物館」サイト

８

の再構築及びデジタ 「

年

須坂のまるごと博物館

度

」サイトを活用して各

　

種情報

ルアーカイブの

行

充実を図った。 発信を

政

行う。

文化財の所有・

評

管理者に対し、保存活

価

用のための支援 文化財

事

の所有・管理者に対し

業

、保存活用のための支

別

援

のため補助を実施し

シ

た。 のため補助を実施

ー

する。

令和 9年度　

ト

予定 令和10年度　予

実

定

「須坂のまるごと博

計

物館」サイトを活用し

対

て各種情報 「須坂のま

象

るごと博物館」サイト

評

を活用して各種情報

発

価

信を行う。 発信を行う

対

。

文化財の所有・管理

象

者に対し、保存活用の



由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 18,966 11,150

国庫支出金 4,235 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 1,283 25

一般財源 13,448 11,125

正規職員 0.7 0.9
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.7 0.1

正規職員 5,042.1 6,482.7

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 1,646.4 235.2

計 6,688.5 6,717.9

市民一人当たり

内

の経費 0.5 0.3

総

部

額 25,654.5 1

評

7,867.9

（単位

価

：千円）

令和 7年度

【

決算　事業費の内訳

主

二

な節 金額 内容

文化財維

次

持管理に係る各種団体

】

等への謝礼及び講座講

2

師謝礼449
7節  

頁

報償費 449

文化財各

指

種修繕998、旧越家

 

住宅・文化財保存活用

標

倉庫・園里学校光熱水

 

10節 需用費 1,9

名

20
費768、食糧費

算

2、消耗品85、燃料

　

費67

文化財公開維持

　

管理に係る委託1,3

式

35、警備委託251

単

、樹木伐採等委託56

位

4
12節 委託費 11

年

,142
、除草等シル

　

バー委託492、文化

　

財サイト移行・アーカ

度

イブ委託8,500

1

令

4節 工事請負費 0

文

和

化財保存活用補助金1

 

,203
18節 負担

8

金補助及び交付金 1,

年

203

会計年度職員手

度

当・共済費3,798

令

、役務費320、土地

和

・機器等借上げ117

 

、
その他 4,252

そ

9

の他17

年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 「須坂のまるごと博物館」サイトによる文化財などの公開

算　　式 累計公開件数 単位 件

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標 950 970 990 1,010 1,030
目 標 値

実 績

指標選定 地域の歴史文化の保存活用

の 理 由

最終年度 令和７年度末の実績（923件）に合わせて目標値を見直した

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 



委

財の保護と活用を図る

託

必要がある。

評   

費

価

コメント

・事業の成

1

果は上がっているか

・

4

目標に対する達成度は

節

十分か

有 効 性 ・市

 

民生活上の課題解決に

工

貢献しているか 有効

・

事

行政内部の管理上の課

請

題解決に貢献している

負

か

・事業の目的が達成

費

できるような事業内容

1

になっているか

各種指

8

定文化財について適切

節

な管理を行い、良好な

 

状態で保存できている

負

。

評   価

コメント

担

・成果を落とさずにコ

金

ストを削減する方法は

補

あるか

効 率 性 ・効

助

率性向上に努めている

及

か やや向上

・使用料な

び

どの受益者負担や補助

交

対象事業の範囲など、

付

財源確保の余地はない

金

か

施設管理業務委託に

そ

ついて利用者の動向を

の

見て効率化を図った。

他

評   価

コメント

振

Ｃ

り返り（決算年度の取

Ｈ

組み課題）

指定文化財

Ｅ

は良好な状態で保存さ

Ｃ

れている。

文化財の公

Ｋ

開・活用の取組みをさ

個

らに進める必要がある

別

。

評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

文化財維持管理に係る

令

各種団体等への謝礼及

和

び文化財調査謝礼50

 

6、各種
7節  報償

8

費 551
講座等での講

年

師謝礼45

文化財各種

度

修繕等400、旧越家

当

住宅・文化財保存活用

初

倉庫光熱水費753、

予

消
10節 需用費 1,

算

309
耗品82、燃料

　

費69、食糧費5

公開

事

維持管理に係る委託1

業

,303、警備委託2

費

71、樹木伐採等委託

の

196、除草
12節 

内

委託費 2,250
等シ

訳

ルバー委託480

14

主

節 工事請負費 0

文化

な

財保存活用補助金6,

節

264
18節 負担金

金

補助及び交付金 6,2

額

64

役務費593、土

内

地・機器等借上げ11

容

8、その他65
その他

7

776

ＣＨＥＣＫ

個別

節

評価

項目 評価観点 評価

 

内容

・市民の生命・財

 

産を守るため市が実施

報

することが必要不可欠

償

な事業であるか

・行政

費

内部の管理運営上必要

1

な事業であるか

必 要

0

 性 ・市が主体となり

節

実施すべき事業か 必要

 

不可欠

・法的な根拠や

需

公的関与の妥当性はあ

用

るか

・目的は結果（施

費

策の目指す理想）に結

1

びついているか

文化財

2

の恒久的な保護のため

節

、市と市民がともに主

 

体となって市域の文化



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小） 次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

文化財保存は必要不可欠で良好な状態だが、公開・活 文化財を後世に伝えて行くために、調査研究及

内

び、指

用は課題である

部

。効率化を進めつつ、

評

事業を簡易に改 定文化

価

財の公開と支援を行っ

【

て行く必要はあるが、

二

公

善・一部縮小し、効

次

果的な文化財保護活用

】

を図る必要 開・活用の

4

取組みを進めるうえで

頁

、効率化を図ってい

が

Ａ

ある。 く必要がある

外

Ｃ

部評価

次年度以降の方

Ｔ

向性

外部評価コメント

ＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

修理・修景の手引き作

規

成 特定物件表示プレー

完

ト作成

地区案内看板、

了

特定物件表示プレート

事

作成

令和 9年度　予

業

定 令和10年度　予定

ゼ

令和11年度　予定 令

ロ

和12年度　予定

予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 三ツ井芳恵

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3273

事務事業名 16850 伝統的建造物群保存事業

所　　属 130500 社会共創部・文化スポーツ課

施　　策 04021300 文化・芸術・交流活動の推進と継承

会計 01 一般会計
予算

科目 100605 教育費・社会教育費・文化財保護費
科目

事業 030000 伝統的建造物群保存事業

事業目的 事業概要・効果 

歴史的町並みが将来に向けて適切に保存され、有効に 2024年8月に須坂市須坂伝統的建造物群保存地区が重

活用されることで守り伝えるため、文化財保護法の「 要伝統的建造物群保存地区に選定されたことを受け、

伝統的建造物群保存地区制度」を活用したまちづくり 国庫補助金国宝重要文化財等保存

内

・活用事業費補助金

を

部

進める。 を活用し、地

評

区案内看板の設置、特

価

定物件表示プレー

トの

【

製作を行った。

須坂市

二

伝統的建造物群保存地

次

区保存条例に基づく須

】

坂

市伝統的建造物群保

1

存地区保存審議会を開

頁

催し、2026

年度か

令

ら開始する特定物件修

和

理事業について審議い

　

た

だいたほか、伝統的

８

建造物群保存地区にか

年

かる制度運

営組織の組

度

織化に向けた検討ワー

　

キンググループを開

催

行

し、多くの意見をいた

政

だくことができた。

Ｐ

評

ＬＡＮ－ＤＯ

年度実績

価

及び予定

令和 7年度

事

　実績 令和 8年度　

業

予定

伝統的建造物群保

別

存地区保存審議会開催

シ

　3回 伝統的建造物群

ー

保存地区保存審議会開

ト

催　3回

保存活用計画

実

に基づく修理・修景事

計

業に関する相談 保存活

対

用計画に基づく特定物

象

件修理事業　3件

建築

評

基準法緩和条例制定に

価

関わる基礎調査 保存活

対

用計画に基づく修理・

象

修景事業に関する相談



方債 0 0

その他 0 25,000

一般財源 4,618 1,894

正規職員 2.6 1.9
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 18,727.8 13,685.7

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 18,727.8 13,685.7

市民一人当たりの経費 0.5 1.3

総額 24,771.8 69,678.7

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

重要伝統的建造物群保存地区制度アドバイス等謝礼ほか 46
7節  

内

報償費 46

消耗品費 

部

29、食糧費 5、印

評

刷製本費 847
10

価

節 需用費 881

建造

【

物調査1,650、案

二

内看板製作 1,36

次

4、特定物件表示板製

】

作 1,452
12節

2

 委託費 4,466

1

頁

4節 工事請負費 0

全

指

国伝建協負担金 50

 

、制度研修会等出席負

標

担金 29
18節 負

 

担金補助及び交付金 7

名

9

審議会委員報酬 1

算

46、伝統的建造物群

　

保存地区保存審議会委

　

員費用弁償 7
その他

式

572
8、普通旅費 

単

220、郵便料128

位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 6,044 55,993

国庫支出金 1,426 27,493

特 定 都道府県支出金 0 1,606

財 源 地



委

を後世に伝えるための

託

各種取組みを実施して

費

いく必要がある。
評 

1

  価

コメント

・事業

4

の成果は上がっている

節

か

・目標に対する達成

 

度は十分か

有 効 性

工

・市民生活上の課題解

事

決に貢献しているか 有

請

効

・行政内部の管理上

負

の課題解決に貢献して

費

いるか

・事業の目的が

1

達成できるような事業

8

内容になっているか

将

節

来にわたって、伝統的

 

建造物群を保存・活用

負

するため、国の伝建制

担

度を利用しながら施策

金

を実施することは

事業

補

を進めるうえで有効な

助

手段である。
評   

及

価

コメント

・成果を落

び

とさずにコストを削減

交

する方法はあるか

効 

付

率 性 ・効率性向上に

金

努めているか 変わらな

そ

い

・使用料などの受益

の

者負担や補助対象事業

他

の範囲など、財源確保

Ｃ

の余地はないか

修理・

Ｈ

修景にかかる計画的か

Ｅ

つ地道な補助事業を進

Ｃ

める上で、将来にわた

Ｋ

って一定程度の経常的

個

コストが見込

まれるが

別

、国庫補助をうまく活

評

用しながら費用対効果

価

を十分に意識ｈして事

項

業を推進していく。
評

目

   価

コメント

振り

評

返り（決算年度の取組

価

み課題）

須坂市須坂伝

観

統的建造物群保存地区

点

が重要伝統的建造物群

評

保存地区に選定された

価

ことを受け、国庫補助

内

金を活用し、地区

案内

容

看板の設置、特定物件

・

表示プレートの製作を

市

行った。

また、202

民

6年度から開始する、

の

国庫補助金を活用した

生

特定物件修理事業のた

命

め、伝統的建造物群保

・

存地区保存審議会を開

財

催し意見を聴取し、準

産

備を進めた。

を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

重要伝統的建造物群保

令

存地区制度アドバイス

和

等謝礼ほか　76
7節

 

  報償費 76

消耗品

8

費 30、食糧費 6

年

10節 需用費 36

建

度

造物調査 330、特

当

定物件表示板作成　1

初

,452
12節 委託

予

費 1,782

14節 

算

工事請負費 0

全国伝建

　

協負担金 50、制度

事

研修会等出席負担金 

業

28、伝統的建造物群

費

保存
18節 負担金補

の

助及び交付金 53,5

内

78
地区保存事業補助

訳

金 53,500

審議

主

会委員報酬 156、

な

費用弁償 147、普

節

通旅費 156、郵便

金

料 62
その他 521

額

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

内

目 評価観点 評価内容

・

容

市民の生命・財産を守

7

るため市が実施するこ

節

とが必要不可欠な事業

 

であるか

・行政内部の

 

管理運営上必要な事業

報

であるか

必 要 性 ・

償

市が主体となり実施す

費

べき事業か 高い

・法的

1

な根拠や公的関与の妥

0

当性はあるか

・目的は

節

結果（施策の目指す理

 

想）に結びついている

需

か

2024年8月に須

用

坂市須坂伝統的建造物

費

群保存地区が重要伝統

1

的建造物群保存地区に

2

選定された。このこと

節

に伴

い、市が主体とな

 

って、伝統的な町並み



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小） 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

重要伝統的建造物群保存地区に選定され、必要性・有 重要伝統的建造物群保存地区に選定されたこ

内

とに伴い

効性が高い。

部

2026年度から国庫

評

補助活用し、地区案内

価

、歴史的町並みを将来

【

に向けて適切に保存し

二

ていくた

看板設置や修

次

理事業準備を進めてお

】

り、今後も事業を め、

4

文化財保護法の「伝統

頁

的建造物群保存地区制

Ａ

度」

簡易に改善・拡大

Ｃ

し、伝統的な町並み保

Ｔ

存に努める必 を活用し

Ｉ

ながら、事業を進めて

Ｏ

いく必要がある。

要が

Ｎ

ある。

外部評価

次年度

１

以降の方向性

外部評価

次

コメント

評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

とともに、文化環境の

規

向上、芸術文化

施設の

完

維持管理を行う。 施設

了

の維持管理を行う。

各

事

文化施設の民間活用に

業

ついて検討する。 各文

ゼ

化施設の民間活用につ

ロ

いて検討する。旧小田

予

切家

住宅・クラシック

算

美術館の開館日の拡大

事

。

令和11年度　予定

業

令和12年度　予定

芸

担

術文化施設を有効に活

当

用し、市民の自主的な

者

文化活 芸術文化施設を

全

有効に活用し、市民の

体

自主的な文化活

動の育

計

成を図るとともに、文

画

化環境の向上、芸術文

経

化 動の育成を図るとと

費

もに、文化環境の向上

区

、芸術文化

施設の維持

分

管理を行う。 施設の維

内

持管理を行う。

旧小田

線

切家住宅の民間による

事

活用計画。 旧小田切家

務

住宅の民間による活用

事

。

業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中村　紀子

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3272

事務事業名 4320 文化施設管理事業

所　　属 130500 社会共創部・文化スポーツ課

施　　策 04021300 文化・芸術・交流活動の推進と継承

会計 01 一般会計
予算

科目 100610 教育費・社会教育費・文化施設管理費
科目

事業 010000 文化施設管理事業

事業目的 事業概要・効果 

須坂市文化会館、須坂版画美術館などの芸術文化施設 ・須坂市文化会館、美術館等文化施設の管理運営は、

を有効に活用した、市民の自主的な文化活動の育成を 指定管理者の一般財団法人須坂市文化振興事業団が行

図るとともに、文化環境の向上、芸術文化施設の充実 なう。

に向け事業を推進する。 ・「須坂市文化芸術

内

振興ビジョン」に基づ

部

き、芸術文

化施設の充

評

実を図る。

ＰＬＡＮ－

価

ＤＯ

年度実績及び予定

【

令和 7年度　実績 令

二

和 8年度　予定

芸術

次

文化施設を有効に活用

】

し、市民の自主的な文

1

化活 芸術文化施設を有

頁

効に活用し、市民の自

令

主的な文化活

動の育成

和

を図るとともに、文化

　

環境の向上、芸術文化

８

動の育成を図るととも

年

に、文化環境の向上、

度

芸術文化

施設の維持管

　

理を行う。 施設の維持

行

管理を行う。

旧小田切

政

家住宅・須坂クラシッ

評

ク美術館について、次

価

各文化施設の市民ニー

事

ズを把握するとともに

業

、民間活

年度より直営

別

化することとした。 用

シ

の可能性について検証

ー

する。

令和 9年度　

ト

予定 令和10年度　予

実

定

芸術文化施設を有効

計

に活用し、市民の自主

対

的な文化活 芸術文化施

象

設を有効に活用し、市

評

民の自主的な文化活

動

価

の育成を図るとともに

対

、文化環境の向上、芸

象

術文化 動の育成を図る



0,132 1,047

一般財源 203,439 192,968

正規職員 0.4 0.6
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.4 0.1

正規職員 2,881.2 4,321.8

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 940.8 235.2

計 3,822.0 4,557.0

市民一人当たりの経費 4.2 3.8

総額 217,393.0 198,572.0

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

修繕料3,108
10節 需用費 3,108

支障

内

木伐採委託料440、

部

漏水調査委託121、

評

指定管理者委託料（文

価

化会館・
12節 委託

【

費 193,307
美術

二

館等文化施設）192

次

,746

人形博物館・

】

版画美術館電話機改修

2

工事1,320
14節

頁

 工事請負費 1,32

指

0

18節 負担金補助

 

及び交付金 0

版画美術

標

館プレス機運搬料49

 

5、使用料及び賃借料

名

(土地借上料、機器賃

算

借
その他 15,836

　

料)15,128、備

　

品購入費213

式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 213,571 194,015

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 1



委

施設を適切に維持管理

託

していくう

えで必要な

費

事業である。
評   

1

価

コメント

・事業の成

4

果は上がっているか

・

節

目標に対する達成度は

 

十分か

有 効 性 ・市

工

民生活上の課題解決に

事

貢献しているか 有効

・

請

行政内部の管理上の課

負

題解決に貢献している

費

か

・事業の目的が達成

1

できるような事業内容

8

になっているか

指定管

節

理者と連携して文化施

 

設の活用を積極的に行

負

い、入館料・利用料収

担

入は増加傾向にある。

金

評   価

コメント

・

補

成果を落とさずにコス

助

トを削減する方法はあ

及

るか

効 率 性 ・効率

び

性向上に努めているか

交

変わらない

・使用料な

付

どの受益者負担や補助

金

対象事業の範囲など、

そ

財源確保の余地はない

の

か

引き続きコストの削

他

減と利用料等収入の増

Ｃ

加に努める。

評   

Ｈ

価

コメント

振り返り（

Ｅ

決算年度の取組み課題

Ｃ

）

文化施設指定管理者

Ｋ

の文化振興事業団との

個

協議により、クラシッ

別

ク美術館・旧小田切家

評

住宅を直営化すること

価

とし、管理

経費を大幅

項

に削減した。今後の両

目

館の活用について各方

評

面のニーズを検証し、

価

より良い方向へ進める

観

必要がある。

点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

【ク

令

ラ美・小田切】消耗品

和

費100、燃料費14

 

0、光熱水費647、

8

修繕料300
10節 

年

需用費 3,987
修繕

度

料2,800

指定管理

当

者委託料（文化会館、

初

美術館等文化施設）1

予

67,188、支障木

算

伐採
12節 委託費 1

　

69,738
委託料7

事

00【クラ美・小田切

業

】警備保障1,150

費

、シルバー清掃委託7

の

00

14節 工事請負

内

費 0

18節 負担金補

訳

助及び交付金 0

使用料

主

及び賃借料15,39

な

6(土地借上料、機器

節

賃借料）、備品購入費

金

900
その他 20,2

額

90
【クラ美・小田切

内

】職員報酬2,059

容

、通勤費60、役務費

7

1,875

ＣＨＥＣＫ

節

個別評価

項目 評価観点

 

評価内容

・市民の生命

 

・財産を守るため市が

報

実施することが必要不

償

可欠な事業であるか

・

費

行政内部の管理運営上

1

必要な事業であるか

必

0

 要 性 ・市が主体と

節

なり実施すべき事業か

 

高い

・法的な根拠や公

需

的関与の妥当性はある

用

か

・目的は結果（施策

費

の目指す理想）に結び

1

ついているか

市民が心

2

豊かな社会生活を送る

節

ために質の高い文化芸

 

術を提供し、各種文化



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 進め方の改善（縮小） 次年度以降の方向性 進め方の改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

文化施設の必要性と有効性を認めつつ、直営化で経費 芸術文化施設の有効活用を図り、市民の自

内

主的な文化

を大幅削減

部

し、進め方の改善（縮

評

小）を図った。今後 活

価

動の育成を図りながら

【

、指定管理者である一

二

般財団

もニーズを検証

次

し、効率的な管理と活

】

用を最適化を行 法人須

4

坂市文化振興事業団と

頁

連携しながら、効率の

Ａ

良

っていく必要がある

Ｃ

。 い事業を行って行く

Ｔ

必要がある。

外部評価

Ｉ

次年度以降の方向性

外

Ｏ

部評価コメント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中村　紀子

全体計画 平成30年度 ～ 令和 2年度 経費区分 実施計画事業費 内線 3272

事務事業名 10721 文化施設整備事業

所　　属 130500 社会共創部・文化スポーツ課

施　　策 04021300 文化・芸術・交流活動の推進と継承

会計 01 一般会計
予算

科目 100610 教育費・社会教育費・文化施設管理費
科目

事業 980000 文化施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

所管する文化施設が建設から年数が経過し、改修の時 老朽化の解消や法改正に対応する改修を実施し、今後

期を迎えているため計画的に必要な改修を実施する。 も施設が安全・快適に利用することが可能となる。

  

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度

内

　予定

世界の民俗人形

部

博物館空調設備等改修

評

工事を先送り 世界の民

価

俗人形博物館空調設備

【

等改修工事を先送り

令

二

和 9年度　予定 令和

次

10年度　予定

施設の

】

大規模整備については

1

未定 施設の大規模整備

頁

については未定

令和1

令

1年度　予定 令和12

和

年度　予定

施設の大規

　

模整備については未定

８

施設の大規模整備につ

年

いては未定

度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



.0 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 0.0 0.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 0.0 0.0

市民一人当たりの経費 0.0 0.0

総額 0.0 0.0

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

世界の民俗人形博物館空調設備工事管理業務委託0
12節 委託費 0

世界の民俗人形博物館空調設備工事0
14節 工事請負費 0

18節 負担金補助及び交付金 0

その他 0

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 0 0

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 0 0

正規職員 0



委

上に努めているか 変わ

託

らない

・使用料などの

費

受益者負担や補助対象

1

事業の範囲など、財源

4

確保の余地はないか

引

節

き続き利用料等の増収

 

に取り組む。

評   

工

価

コメント

振り返り（

事

決算年度の取組み課題

請

）

老朽化している空調

負

設備について、故障し

費

た場合の対応には多く

1

の課題が残っている。

8節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

18節 負担

8

金補助及び交付金 0

そ

年

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

度

評価

項目 評価観点 評価

当

内容

・市民の生命・財

初

産を守るため市が実施

予

することが必要不可欠

算

な事業であるか

・行政

　

内部の管理運営上必要

事

な事業であるか

必 要

業

 性 ・市が主体となり

費

実施すべき事業か 高い

の

・法的な根拠や公的関

内

与の妥当性はあるか

・

訳

目的は結果（施策の目

主

指す理想）に結びつい

な

ているか

施設の長期的

節

な利用、適切な維持管

金

理のためには必要な事

額

業である。

評   価

内

コメント

・事業の成果

容

は上がっているか

・目

7

標に対する達成度は十

節

分か

有 効 性 ・市民

 

生活上の課題解決に貢

 

献しているか 普通

・行

報

政内部の管理上の課題

償

解決に貢献しているか

費

・事業の目的が達成で

1

きるような事業内容に

0

なっているか

利用者増

節

加のために多くのイベ

 

ントが開催されており

需

、質の良い美術品・芸

用

術作品に触れる機会を

費

提供できて

いる。
評 

1

  価

コメント

・成果

2

を落とさずにコストを

節

削減する方法はあるか

 

効 率 性 ・効率性向



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

施設の長期利用に不可欠な整備事業である。老朽化し 文化施設の老朽化の解消や法改正に対応す

内

る改修を実

た設備の更

部

新整備は必要であるが

評

財政状況が改善され 施

価

し、今後も施設をが安

【

全・快適に利用するた

二

め、長

ない限り整備費

次

用の捻出は難しいため

】

、利用促進と維 期的な

4

視点で、更新整備を検

頁

討していく必要がある

Ａ

。

持管理に努める。

外

Ｃ

部評価

次年度以降の方

Ｔ

向性

外部評価コメント

ＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 千葉剛成

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3272

事務事業名 14139 文書館管理運営事業

所　　属 130500 社会共創部・文化スポーツ課

施　　策 04021300 文化・芸術・交流活動の推進と継承

会計 01 一般会計
予算

科目 100612 教育費・社会教育費・文書館費
科目

事業 010000 文書館管理運営事業

事業目的 事業概要・効果 

須坂市の歴史資料として重要な非現用公文書や古文書 須坂市文書館において、保存年限が経過した非現用行

等を収集・保存し、市民の財産として後世に伝えると 政文書を選別・収集し、整理・保存するとともに一般

ともに公開して、市民への説明責任及び市の適切な行 の閲覧等に供する。また、地域の古文書等を収集し、

内

政運営に資すると共に

部

、文化の振興に資する

評

目録整備・保存を行い

価

、閲覧等に供する。

 

【

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

二

績及び予定

令和 7年

次

度　実績 令和 8年度

】

　予定

・非現用公文書

1

及び古文書等の収集・

頁

整理・保存・公 ・非現

令

用公文書及び古文書等

和

の収集・整理・保存・

　

公

開 開

・古文書を解読

８

できる人材の育成 ・古

年

文書を解読できる人材

度

の育成

・収集史料の展

　

示公開、ブログ紹介 ・

行

文書館のあり方検討

令

政

和 9年度　予定 令和

評

10年度　予定

未定 未

価

定

令和11年度　予定

事

令和12年度　予定

未

業

定 未定

別シート

実計対象 評価対象



定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 90

一般財源 21,503 9,697

正規職員 0.3 0.1
人員数

会計年度（フル） 2.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 4.0 3.0

正規職員 2,160.9 720.3

人　員 会計年度（フル） 9,332.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 9,408.0 7,056.0

計 20,900.9 7,776.3

市民一人当たりの経費 0.8 0.3

総額 42,403.9 17,563.3

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

謝礼5
7節  報償費 5

 

事務

内

用消耗品260、燃料

部

費15、食糧費（来客

評

用お茶）1、文書目録

価

印刷845
10節 需

【

用費 1,121

施設警

二

備保障委託354
12

次

節 委託費 354

14

】

節 工事請負費 0

県史

2

料協負担金3
18節 

頁

負担金補助及び交付金

指

3

職員人件費（給料、

 

報酬、手当）16,6

標

07、共済費3,01

 

1、旅費128、役務

名

費
その他 20,020

算

88、機器賃借料18

　

6

　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 指標設定なし

の 理 由 ※2026度に文書館のあり方を検討するため

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 21,503 9,787

国庫支出金 0 0

特 



委

業の目的が達成できる

託

ような事業内容になっ

費

ているか

利用者が一部

1

の方のみに偏っている

4

傾向がある

評   価

節

コメント

・成果を落と

 

さずにコストを削減す

工

る方法はあるか

効 率

事

 性 ・効率性向上に努

請

めているか やや悪化

・

負

使用料などの受益者負

費

担や補助対象事業の範

1

囲など、財源確保の余

8

地はないか

成果が一般

節

の市民には理解されに

 

くく、価値基準をどこ

負

に置くかで評価が分か

担

れる。作業効率の向上

金

とともに

、優先すべき

補

業務を精査する必要が

助

ある。
評   価

コメ

及

ント

振り返り（決算年

び

度の取組み課題）

非現

交

用公文書や古文書など

付

の寄贈・寄託を受け入

金

れて資料散逸防止に寄

そ

与し、古文書などの整

の

理は着実に進行しては

他

いる

が、多量の新規受

Ｃ

け入れに対し整理は総

Ｈ

体的に遅延している。

Ｅ

また、専門員が高齢で

Ｃ

あり、継承できる人材

Ｋ

の確保が喫緊

の課題で

個

ある。

別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

謝礼20
7節  報償

令

費 20
 

消耗品費26

和

0、燃料費15、食糧

 

費2、修繕料30
10

8

節 需用費 307

警備

年

保障委託料383
12

度

節 委託費 383

14

当

節 工事請負費 0

県史

初

協負担金3
18節 負

予

担金補助及び交付金 3

算

職員人件費（給料、報

　

酬、手当）7,438

事

、共済費1,213、

業

旅費94、役務費13

費

その他 9,074
7、

の

機器賃借料187、公

内

課費（自動車重量税）

訳

5

ＣＨＥＣＫ

個別評価

主

項目 評価観点 評価内容

な

・市民の生命・財産を

節

守るため市が実施する

金

ことが必要不可欠な事

額

業であるか

・行政内部

内

の管理運営上必要な事

容

業であるか

必 要 性

7

・市が主体となり実施

節

すべき事業か 必要不可

 

欠

・法的な根拠や公的

 

関与の妥当性はあるか

報

・目的は結果（施策の

償

目指す理想）に結びつ

費

いているか

公文書館法

1

に規定された自治体が

0

行うべき業務

評   

節

価

コメント

・事業の成

 

果は上がっているか

・

需

目標に対する達成度は

用

十分か

有 効 性 ・市

費

民生活上の課題解決に

1

貢献しているか あまり

2

有効ではない

・行政内

節

部の管理上の課題解決

 

に貢献しているか

・事



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 抜本的見直し（縮小） 次年度以降の方向性 抜本的見直し（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

公文書館法により必要不可欠な事業だが、利用者層の 自治体が行うべき必要不可欠な事業ではあ

内

るが、長期

偏り、整理

部

遅延、専門知識の継承

評

等が課題である。財 的

価

視点でより良い在り方

【

を検討するため、博物

二

館等施

政状況から事務

次

事業の縮小等抜本的な

】

見直しを図る必 設との

4

一体的活用や人員配置

頁

を含む組織の在り方な

Ａ

ど

要がある。 、これま

Ｃ

での文書館の事業を踏

Ｔ

まえて検討していく。

Ｉ

外部評価

次年度以降の

Ｏ

方向性

外部評価コメン

Ｎ

ト

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 塩﨑智一

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3257

事務事業名 4322 体育施設管理事業

所　　属 130500 社会共創部・文化スポーツ課

施　　策 04021400 スポーツ活動の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 100702 教育費・保健体育費・体育施設費
科目

事業 010000 体育施設管理事業

事業目的 事業概要・効果 

　市民の体育・スポーツのニーズに対応した体育施設 　体育施設の使用予約受付、調整等を実施し、市民、

の貸し出し及び施設整備を行い、スポーツの振興と健 市外からの合宿・大会等に貸し出し及び施設の適切な

康・体力づくりの向上を図る。 管理、整備を行い、スポーツの振興と健康・体力づく

りを進める。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び

内

予定

令和 7年度　実

部

績 令和 8年度　予定

評

体育施設修繕料 5,

価

778千円 体育施設修

【

繕料 8,000千円

二

シルバー人材センター

次

施設管理業務委託22

】

,354千円 シルバー

1

人材センター施設管理

頁

業務委託27,000

令

千円

体育施設の管理運

和

営 体育施設の管理運営

　

体育施設利用受付及び

８

料金徴収業務 体育施設

年

利用受付及び料金徴収

度

業務

令和 9年度　予

　

定 令和10年度　予定

行

令和11年度　予定 令

政

和12年度　予定

評価事業別シート

実計対象 評価対象



度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 56,288 68,733

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 14,205 19,406

一般財源 42,083 49,327

正規職員 1.0 1.5
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 3.0 2.1

正規職員 7,203.0 10,804.5

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート）

内

7,056.0 4,9

部

39.2

計 14,25

評

9.0 15,743.

価

7

市民一人当たりの経

【

費 1.3 1.6

総額 7

二

0,547.0 84,

次

476.7

（単位：千

】

円）

令和 7年度決算

2

　事業費の内訳

主な節

頁

金額 内容

7節  報償

指

費 0

消耗品費934、

 

燃料費1,225、印

標

刷製本費87、体育施

 

設電気料7,056、

名

ガス5
10節 需用費

算

16,872
8、上下

　

水道料1,731、修

　

繕料5,778、医薬

式

材料費3

警備保障委託

単

33、電気保安業務委

位

託料435、施設整備

年

委託料1,239、害

　

虫防
12節 委託費 2

　

4,117
除委託料5

度

5、シルバー施設管理

令

業務委託料22,35

和

5

14節 工事請負費

 

0

18節 負担金補助

8

及び交付金 0

会計年度

年

職員報酬7,379、

度

同手当2,675、同

令

社会保険料1,334

和

、同費用弁償1
その他

 

15,299
38、土

9

地借上料等2,133

年

、原材料費535、役

度

務費1,092、その

令

他13

和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 市民1人あたりのスポーツ施設利用回数

算　　式 単位 回

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 日頃スポーツをする、観る、関わっている人の割合を高めるため施設利用率を高める

の 理 由

最終年度 2019年度の体育施設の人口一人当たりの使用回数が5.5回であることから利用回数を高くするために6回と目標

目標の根拠 を設定して取り組むこととした

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年



委

ることにより、安心し

託

てスポーツに取り組む

費

ことができ、スポーツ

1

振興に寄与すること

が

4

できる。
評   価

コ

節

メント

・事業の成果は

 

上がっているか

・目標

工

に対する達成度は十分

事

か

有 効 性 ・市民生

請

活上の課題解決に貢献

負

しているか 普通

・行政

費

内部の管理上の課題解

1

決に貢献しているか

・

8

事業の目的が達成でき

節

るような事業内容にな

 

っているか

財源が限ら

負

れる中、優先順位を決

担

め管理運営に努めてい

金

る。

評   価

コメン

補

ト

・成果を落とさずに

助

コストを削減する方法

及

はあるか

効 率 性 ・

び

効率性向上に努めてい

交

るか 変わらない

・使用

付

料などの受益者負担や

金

補助対象事業の範囲な

そ

ど、財源確保の余地は

の

ないか

社会体育施設に

他

おける施設料の改定を

Ｃ

行い財源確保へ努めて

Ｈ

いるが、修繕費等の高

Ｅ

騰などで負担が増して

Ｃ

いる

。
評   価

コメ

Ｋ

ント

振り返り（決算年

個

度の取組み課題）

社会

別

体育施設の老朽化と財

評

政状況の悪化の中で、

価

安全な施設の提供が困

項

難になることや、人口

目

減少による利用者数の

評

減少

など施設の必要性

価

を見据えた管理運営が

観

求められる。

点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費900、燃料費9

和

00、印刷製本費88

 

、体育施設電気料9,

8

000、ガス66
10

年

節 需用費 20,61

度

7
、上下水道料1,6

当

53、修繕料8,00

初

0、医薬材料費10

除

予

雪委託料400、警備

算

保障委託54、電気保

　

安業務委託料435、

事

施設整備委託
12節 

業

委託費 30,189
料

費

2,300、シルバー

の

施設管理業務委託料2

内

7,000

14節 工

訳

事請負費 0

18節 負

主

担金補助及び交付金 0

な

会計年度任用職員報酬

節

7,495、同手当2

金

,648、同社会保険

額

料1,819、役務費

内

2
その他 17,927

容

,009、土地借上料

7

等2,442、原材料

節

費600、備品購入費

 

820、その他94

Ｃ

 

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

報

評価観点 評価内容

・市

償

民の生命・財産を守る

費

ため市が実施すること

1

が必要不可欠な事業で

0

あるか

・行政内部の管

節

理運営上必要な事業で

 

あるか

必 要 性 ・市

需

が主体となり実施すべ

用

き事業か 高い

・法的な

費

根拠や公的関与の妥当

1

性はあるか

・目的は結

2

果（施策の目指す理想

節

）に結びついているか

 

スポーツ施設を整備す



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

スポーツ振興に不可欠な体育施設だが、老朽化・利用 利用者数の減少や施設の老朽化など課題は

内

あるが、市

者減が課題

部

である。施設設備の安

評

全利用と必要性を見 民

価

のニーズに対応した施

【

設整備や維持管理を行

二

うこと

据え、総合計画

次

に沿って継続し、効率

】

的な管理運営を はスポ

4

ーツの振興と健康・体

頁

力づくりの向上を図る

Ａ

た

推進する必要がある

Ｃ

。 めにも必要不可欠で

Ｔ

ある。効率的な事業推

Ｉ

進が必要で

ある。

外部

Ｏ

評価

次年度以降の方向

Ｎ

性

外部評価コメント

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 塩﨑智一

全体計画 令和 6年度 ～ 令和 8年度 経費区分 実施計画事業費 内線 3257

事務事業名 10589 体育施設整備事業

所　　属 130500 社会共創部・文化スポーツ課

施　　策 04021400 スポーツ活動の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 100702 教育費・保健体育費・体育施設費
科目

事業 980000 体育施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

　安心安全に体育施設を使用してもらうために施設の 国民スポーツ大会に向け備品の整備を行う。

充実を図る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

備品購入費（競技用トランポリン）6,600千円

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年

内

度　予定

部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



源 2,905 0

正規職員 1.0 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 7,203.0 0.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 7,203.0 0.0

市民一人当たりの経費 0.3 0.0

総額 13,792.0 0.0

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

18節 負担金補助及び交付金 0

備品購入費6,589
その他 6,589

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 6,589 0

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 3,684 0

一般財



委

地はないか

財源を確保

託

し、一般財源縮減に努

費

めた

評   価

コメン

1

ト

振り返り（決算年度

4

の取組み課題）

トラン

節

ポリンの普及に向け整

 

備することはできたが

工

、トランポリンの配送

事

等の課題がある。

請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

18節 負担

8

金補助及び交付金 0

そ

年

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

度

評価

項目 評価観点 評価

当

内容

・市民の生命・財

初

産を守るため市が実施

予

することが必要不可欠

算

な事業であるか

・行政

　

内部の管理運営上必要

事

な事業であるか

必 要

業

 性 ・市が主体となり

費

実施すべき事業か 高い

の

・法的な根拠や公的関

内

与の妥当性はあるか

・

訳

目的は結果（施策の目

主

指す理想）に結びつい

な

ているか

国スポに向け

節

、備品の整備を行うこ

金

とができた。

評   

額

価

コメント

・事業の成

内

果は上がっているか

・

容

目標に対する達成度は

7

十分か

有 効 性 ・市

節

民生活上の課題解決に

 

貢献しているか 有効

・

 

行政内部の管理上の課

報

題解決に貢献している

償

か

・事業の目的が達成

費

できるような事業内容

1

になっているか

トラン

0

ポリンの普及に向け活

節

用されている。

評  

 

 価

コメント

・成果を

需

落とさずにコストを削

用

減する方法はあるか

効

費

 率 性 ・効率性向上

1

に努めているか 向上

・

2

使用料などの受益者負

節

担や補助対象事業の範

 

囲など、財源確保の余



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

国スポに向けた体育施設整備は必要性・有効性高く、 国民スポーツ大会に向けた施設及び備品の

内

整備が図ら

財源確保に

部

努め財政効率化につな

評

げた。配送等運営に れ

価

た。引き続き大会開催

【

に向けた課題もあるが

二

、トラ

対して課題はあ

次

るが、引続きスポーツ

】

振興の推進を図 ンポリ

4

ンの普及に向け対応を

頁

図っていく必要がある

Ａ

。

るよう必要がある。

Ｃ

外部評価

次年度以降の

Ｔ

方向性

外部評価コメン

Ｉ

ト

ＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 塩﨑智一

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3257

事務事業名 4324 生涯スポーツ事業

所　　属 130500 社会共創部・文化スポーツ課

施　　策 04021400 スポーツ活動の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 100703 教育費・保健体育費・体育振興費
科目

事業 020000 生涯スポーツ事業

事業目的 事業概要・効果 

市民の誰もがライフステージに応じたスポーツ活動に 　学校体育施設の開放や各種大会を主催し、スポーツ

親しみ、健康の増進や豊かなスポーツライフの実現を の普及発展と市民の交流、健康増進・相互の親睦、生

図る。 涯スポーツを推進する。

　障がい者スポーツイベントを開催し、運動機会の創

出と障がい者への理解を深める。

　子ども

内

向けスポーツ教室を引

部

き続き須坂市スポーツ

評

協会に委託する。

  

価

長野地域連携中枢都市

【

圏事業に参加し、ホー

二

ムタウ

ン活性化、スポ

次

ーツ拠点づくり、地域

】

密着プロスポー

ツ応援

1

を図る。

 

ＰＬＡＮ－

頁

ＤＯ

年度実績及び予定

令

令和 7年度　実績 令

和

和 8年度　予定

各種

　

スポーツ大会を主催、

８

学校開放の実施、全国

年

大会 各種スポーツ大会

度

を主催、学校開放の実

　

施、全国大会

出場者に

行

激励金を交付、キッズ

政

スポーツ教室委託、ト

評

出場者に激励金を交付

価

、キッズスポーツ教室

事

委託、ト

ランポリン普

業

及事業、パルセイロ応

別

援バス等の長野地 ラン

シ

ポリン普及事業、国ス

ー

ポ負担金、スキー場リ

ト

フト

域連携中枢都市圏

実

スポーツ交流事業、ス

計

キー場リフト 券助成な

対

ど

券助成など

令和 9

象

年度　予定 令和10年

評

度　予定

令和11年度

価

　予定 令和12年度　

対

予定

象



12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 日頃スポーツをする、観る、関わっている人の割合を高めるため子どもが参加するスポーツ教室の参加者を増

の 理 由 やす

最終年度 子どもの頃からスポーツに親しむきっかけづくりを行い、継続してスポーツに親しんでもらうために委託して

目標の根拠 いるキッススポーツの述べ参加人数を2019年度1356人を募集人員の関係もあるが1400人と設定した

指 標 名

算　　式 単位 人

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

内

指標選定 　　　　　　

部

　　　　　　　　　　

評

　　　　　　　　　　

価

　　　　　　

の 理 

【

由

最終年度

目標の根拠

二

事業費 （単位：千円）

次

令和 7年度 令和 8

】

年度

決　　　算 予　　

2

　算

事業費 40,07

頁

9 25,537

国庫支

指

出金 2,144 0

特 

 

定 都道府県支出金 0 0

標

財 源 地方債 0 0

その

 

他 2,038 1,29

名

9

一般財源 35,89

算

7 24,238

正規職

　

員 2.1 2.6
人員数

　

会計年度（フル） 0.

式

0 0.0
（人）

会計年

単

度（パート） 0.9 0

位

.0

正規職員 15,1

年

26.3 18,727

　

.8

人　員 会計年度（

　

フル） 0.0 0.0

コ

度

スト 会計年度（パート

令

） 2,116.8 0.

和

0

計 17,243.1

 

18,727.8

市民

8

一人当たりの経費 1.

年

1 0.8

総額 57,3

度

22.1 44,264

令

.8

（単位：千円）

令

和

和 7年度決算　事業

 

費の内訳

主な節 金額 内

9

容

スポーツ教室指導者

年

謝礼692、全国大会

度

出場激励金375
7節

令

  報償費 1,067

和

消耗品525、食糧費

1

19、修繕料23
10

0

節 需用費 567

子ど

年

も向けスポーツ教室委

度

託料1,828、パル

令

セイロ応援バス229

和

12節 委託費 2,0

1

57

14節 工事請負

1

費 0

須高行政事務組合

年

負担金21,100、

度

信州須坂ハーフマラソ

令

ン負担金2,790、

和

18節 負担金補助及

1

び交付金 28,398

2

スキー場リフト負担金

年

1,886、他2,6

度

22

会計年度任用職員

目

賃金1,825、同職

 

員手当524、同社会

標

保険料383、機器賃

目

その他 7,990
借料

 

518、清掃用具借上

標

218、備品購入3,

 

632、他890

値
実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 日頃スポーツをする・観る・関わっている人の割合

算　　式 単位 ％

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 スポーツを通じ、健康で生き生きと学び挑戦する心を育み、地域の連帯感や活力が醸成されるまちを目指す

の 理 由

最終年度 平成26年度に市民意識調査で週1回以上スポーツをしている人の割合が31％とした結果からスポーツをする人

目標の根拠 の他にスポーツを観る、関わっている人の割合を加え9％増の40％として目標を定めて取り組むこととした

指 標 名 子ども向けスポーツ教室の参加人数

算　　式 単位 人

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和



委

業目的の達成のために

託

必要不可欠であるが、

費

市が主体とな

って行っ

1

ている事業については

4

、今後精査する必要が

節

ある。
評   価

コメ

 

ント

・事業の成果は上

工

がっているか

・目標に

事

対する達成度は十分か

請

有 効 性 ・市民生活

負

上の課題解決に貢献し

費

ているか 有効

・行政内

1

部の管理上の課題解決

8

に貢献しているか

・事

節

業の目的が達成できる

 

ような事業内容になっ

負

ているか

学校施設開放

担

については、市の施設

金

が限られる中で有効的

補

な事業である。

評  

助

 価

コメント

・成果を

及

落とさずにコストを削

び

減する方法はあるか

効

交

 率 性 ・効率性向上

付

に努めているか 変わら

金

ない

・使用料などの受

そ

益者負担や補助対象事

の

業の範囲など、財源確

他

保の余地はないか

財源

Ｃ

不足の観点から、各種

Ｈ

事業の必要性を再度考

Ｅ

えていく必要がある。

Ｃ

評   価

コメント

振

Ｋ

り返り（決算年度の取

個

組み課題）

学校体育施

別

設の開放及び子ども向

評

けスポーツ教室につい

価

ては、子どもにおける

項

スポーツ離れ防止の観

目

点から、引き続き行

っ

評

ていく必要がある。そ

価

の他の事業は、財源等

観

を見極めながら事業精

点

査をしていくべきと考

評

える。

価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

スポーツ教室等指導者

令

謝礼765、全国大会

和

参加者激励金340
7

 

節  報償費 1,10

8

5

消耗品500、食糧

年

費78、修繕料105

度

10節 需用費 683

当

子ども向けスポーツ教

初

室委託料873
12節

予

 委託費 873

14節

算

 工事請負費 0

須高行

　

政事務組合教育費負担

事

金(プール)15,0

業

90、マラソン負担金

費

200、ス
18節 負

の

担金補助及び交付金 1

内

7,090
キー場リフ

訳

ト負担金1,700、

主

国スポ負担金100

会

な

計年度任用職員報酬1

節

,831、同職員手当

金

553、同社会保険料

額

409、機器賃
その他

内

5,786
借料695

容

、清掃用具借上料35

7

0、備品購入費1,8

節

50、他98

ＣＨＥＣ

 

Ｋ

個別評価

項目 評価観

 

点 評価内容

・市民の生

報

命・財産を守るため市

償

が実施することが必要

費

不可欠な事業であるか

1

・行政内部の管理運営

0

上必要な事業であるか

節

必 要 性 ・市が主体

 

となり実施すべき事業

需

か 高い

・法的な根拠や

用

公的関与の妥当性はあ

費

るか

・目的は結果（施

1

策の目指す理想）に結

2

びついているか

各種大

節

会やスポーツを行う機

 

会を増やすことは、事



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

市民の誰もがスポーツに親しみ健康増進と豊かなライ 市民の健康の増進や豊かなスポーツライフ

内

の実現を図

フ実現に不

部

可欠な事業である。学

評

校開放や各種イベン る

価

ため、学校施設の開放

【

や各種イベントや生涯

二

スポー

トで交流・理解

次

を促進するとともに、

】

子ども教室等も ツの推

4

進など、今後も様々な

頁

事業を展開していく必

Ａ

要

有効に機能している

Ｃ

。今後も幅広い層の生

Ｔ

涯スポーツ がある。

推

Ｉ

進を図る必要がある。

Ｏ

外部評価

次年度以降の

Ｎ

方向性

外部評価コメン

１

ト

次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 塩﨑智一

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3257

事務事業名 4325 体育団体等助成事業

所　　属 130500 社会共創部・文化スポーツ課

施　　策 04021400 スポーツ活動の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 100703 教育費・保健体育費・体育振興費
科目

事業 030000 体育団体等助成事業

事業目的 事業概要・効果 

体育団体の活動を支援し、スポーツの振興に努める 須坂市スポーツ協会を通して協会に加盟する各種スポ

ーツの競技団体の育成、選手の競技力の向上、大会の

開催を支援し、スポーツの振興を図る。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

須坂市スポーツ協会にスポーツ振興委託9,238 スポーツ協

内

会への事業委託及び補

部

助、駅伝大会への負

各

評

スポーツ団体に補助金

価

6,203、年2回開

【

催される駅伝 担金

大会

二

に負担金350

令和 

次

9年度　予定 令和10

】

年度　予定

令和11年

1

度　予定 令和12年度

頁

　予定

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 15,791 13,925

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 15,791 13,925

正規職員 0.4 0.5
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,881.2 3,601.5

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2

内

,881.2 3,60

部

1.5

市民一人当たり

評

の経費 0.4 0.3

総

価

額 18,672.2 1

【

7,526.5

（単位

二

：千円）

令和 7年度

次

決算　事業費の内訳

主

】

な節 金額 内容

7節  

2

報償費 0

10節 需用

頁

費 0

須坂市スポーツ協

指

会に加盟する競技団体

 

との調整、競技力向上

標

事業等を委
12節 委

 

託費 9,238
託（ス

名

ポーツ振興委託料）9

算

,238

14節 工事

　

請負費 0

須坂市スポー

　

ツ協会補助金6,20

式

3、各種負担金350

単

18節 負担金補助及

位

び交付金 6,553

そ

年

の他 0

　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 スポーツ協会構成人数

算　　式 単位 人

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 日頃スポーツをする、観る、関わっている人の割合を高めるためスポーツ協会に加入している団体の構成人数

の 理 由 を増やす

最終年度 2019年度のスポーツ協会加盟団体の構成人数は4,172人となっていることから4,200人として目標を設定して取

目標の根拠 組むこととした

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和



委

内容になっているか

ス

託

ポーツの普及や振興を

費

図っているスポーツ協

1

会へ事業委託等を行う

4

ことは、事業目的の達

節

成のため必要であ

る。

 

評   価

コメント

・

工

成果を落とさずにコス

事

トを削減する方法はあ

請

るか

効 率 性 ・効率

負

性向上に努めているか

費

変わらない

・使用料な

1

どの受益者負担や補助

8

対象事業の範囲など、

節

財源確保の余地はない

 

か

他の団体への業務委

負

託等も考えられるが、

担

多くのスポーツ団体等

金

を取りまとめているス

補

ポーツ協会へ事業委託

助

を引き続き、行ってい

及

くことは妥当である。

び

評   価

コメント

振

交

り返り（決算年度の取

付

組み課題）

引き続き、

金

目標達成に向け事業委

そ

託等で支援をしながら

の

取り組む必要がある。

他

また、限られた財源の

Ｃ

中で有効的な事業で

あ

Ｈ

るか再度精査する必要

Ｅ

がある。

ＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

須坂市ス

和

ポーツ協会に加盟する

 

競技団体との調整、競

8

技力向上事業等を委
1

年

2節 委託費 8,06

度

5
託（スポーツ振興委

当

託料）8,065

14

初

節 工事請負費 0

須坂

予

市スポーツ協会に対す

算

る大会開催負担金36

　

5、補助金5,495

事

18節 負担金補助及

業

び交付金 5,860

そ

費

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

の

評価

項目 評価観点 評価

内

内容

・市民の生命・財

訳

産を守るため市が実施

主

することが必要不可欠

な

な事業であるか

・行政

節

内部の管理運営上必要

金

な事業であるか

必 要

額

 性 ・市が主体となり

内

実施すべき事業か 高い

容

・法的な根拠や公的関

7

与の妥当性はあるか

・

節

目的は結果（施策の目

 

指す理想）に結びつい

 

ているか

スポーツ振興

報

等を図るためには、事

償

業実績があるスポーツ

費

協会と連携し事業を進

1

める必要がある。

評 

0

  価

コメント

・事業

節

の成果は上がっている

 

か

・目標に対する達成

需

度は十分か

有 効 性

用

・市民生活上の課題解

費

決に貢献しているか 有

1

効

・行政内部の管理上

2

の課題解決に貢献して

節

いるか

・事業の目的が

 

達成できるような事業



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

体育団体の活動支援は、スポーツ振興の推進のために 各種スポーツの競技団体の育成、選手の競

内

技力の向上

は不可欠で

部

ある。競技団体の活動

評

支援、選手競技力向 、

価

大会の開催などを通じ

【

、スポーツの振興を図

二

ってい

上、大会開催支

次

援を通じて、引き続き

】

スポーツの普及 く必要

4

がある。

発展を推進す

頁

る必要がある。

外部評

Ａ

価

次年度以降の方向性

Ｃ

外部評価コメント

ＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


